
タックスアンサーコード一覧 

【平成 23 年 11 月 11 日現在】 

 

 

 

 

１８００ パート収入はいくらまで税金がか

からないか 

 

１８１０ 家内労働者等の必要経費の特例 

 

１１９０ 配偶者の所得がいくらまでなら配

偶者控除が受けられるか 

 

１１９１ 配偶者控除 

 

１１９５ 配偶者特別控除 

 

 

２０３０ 還付申告 

 

１１１０ 災害や盗難などで資産に損害を受

けたとき（雑損控除） 

 

１１２０ 医療費を支払ったとき（医療費控

除） 

 

１１５０ 一定の寄附金を支払ったとき（寄

附金控除） 

 

１２１０ マイホームの取得等と所得税の税 

額控除 

 

１２５０ 配当所得があるとき（配当控除） 

  

１９１０ 中途退職で年末調整を受けていないとき 

  

１４１０ 給与所得控除 

  

１４１５ 給与所得者の特定支出控除 

 

 ２０３５ 還付申告ができる期間と提出先 

 

 

２０３１ 未納付の源泉徴収税額に対する還

付手続 

 

１９０４ 給与所得者と電子申告 

 

 

１２１０ マイホームの取得等と所得税の税

額控除 

 

 １２１３ 住宅を新築又は新築住宅を購入し

た場合（住宅借入金等特別控除） 

 

１２１４ 中古住宅を取得した場合（住宅借入

金等特別控除） 

 

１２１６ 増改築等をした場合（住宅借入金等

特別控除） 

 

１２１７ 借入金を利用して省エネ改修工事

をした場合（特定増改築等住宅借入

金等特別控除） 

 

１２１８ 借入金を利用してバリアフリー改

修工事をした場合（特定増改築等住

宅借入金等特別控除） 

 

１２１９ 省エネ改修工事をした場合（住宅特

定改修特別税額控除） 

 

１２２０ バリアフリー改修工事をした場合

（住宅特定改修特別税額控除） 

 

１２２１ 認定長期優良住宅の新築等をした

場合（認定長期優良住宅新築等特別

税額控除） 

 

１２２２ 耐震改修工事をした場合（住宅耐震

改修特別控除） 

 

１２２５ 住宅借入金等特別控除の対象とな

る住宅ローン等 

 

１２２６ 特定増改築等住宅借入金等特別控

除の対象となる住宅ローン等 

 

所 得 税 

夫婦と税金 

給与所得者と還付申告 

マイホームの取得や増改築などをしたとき 



１２３３ 住宅ローン等の借換えをしたとき 

 

 １２３４ 転勤と住宅借入金等特別控除等 

 

 １２３７ 離婚による財産分与で居住用家屋

の共有部分を追加取得した場合の

住宅借入金等特別控除について 

 

 １３１６ 財形住宅貯蓄 

 

 

 １１２０ 医療費を支払ったとき（医療費控

除） 

 

 １１２２ 医療費控除の対象となる医療費 

 

 １１２４ 医療費控除の対象となる出産費用

の具体例 

 

１１２５ 医療費控除の対象となる介護保険

制度下での施設サービスの対価 

  

１１２６ 医療費控除の対象となる入院費用

の具体例  

 

１１２７ 医療費控除の対象となる介護保険

制度下での居宅サービス等の対価 

  

１１２８ 医療費控除の対象となる歯の治療

費の具体例 

   

  

１１５０ 一定の寄附金を支払ったとき（寄附

金控除） 

  

１１５４ 政治献金と寄附金 

 

 １２６０ 政党等寄附金特別控除制度 

 

 １２６３ 認定ＮＰＯ法人に寄附をしたとき 

 

 １２６６ 公益社団法人等に寄附をしたとき 

 

 

 １９００ 給与所得者で確定申告が必要な人 

 １９０１ 同族会社の役員で確定申告の必要

な人 

 

１９０２ 災害減免法による所得税の軽減免除 

 

１９０３ 給与所得者に生命保険の満期返戻

金などの一時所得があった場合 

 

１９０４ 給与所得者と電子申告 

 

１９０５ 労動基準法の休業手当等の課税関

係 

 

１４１０ 給与所得控除 

 

１４９３ 土地等の財産を時効の援用により

取得したとき 

  

 

 １９２０ 海外出向と所得税額の精算 

 

 １９２３ 海外転勤と納税管理人の選任 

 

 １９２６ 海外転勤中の不動産所得などの納

税手続 

 

 １９２９ 海外で勤務する法人の役員などに

対する給与の支払と税務 

 

 １９３２ 海外勤務者の不動産の売却と税務 

 

１９３６ 海外転勤中に株式を譲渡した場合 

 

１９３５ 海外出向者が帰国したときの確定

申告 

 

  

 １４２０ 退職金を受け取ったとき（退職所

得） 

 

 ２７２５ 退職所得となるもの 

 

 ２７２８ 退職所得の収入金額の収入すべき

時期 

 

医療費を支払ったとき 

寄附をしたとき 

給与所得者と確定申告 

海外勤務になったとき 

退職金を受け取ったとき 



 

  

１６００ 公的年金等の課税関係 

 

１６０５ 遺族の方に支給される公的年金等 

 

１６１０ 保険契約者（保険料の負担者）であ

る本人が支払を受ける個人年金 

 

１６１５ 遺族の方が支払を受ける個人年金 

 

１６２０ 相続等により取得した年金受給権

に係る生命保険契約等に基づく年

金の課税関係 

 

５２３１ 適格退職年金契約に係る課税関係 

 

 

１１６０ 障害者控除 

 

１１８５ 市町村長等の障害者認定と介護保

険法の要介護認定について 

 

１１８６ 身体障害者手帳等の交付を申請中

である場合の障害者控除の適用に

ついて 

 

１１８２ お年寄りを扶養している人が受け

られる所得税の特例 

 

１１８４ 扶養家族に寝たきりの老人がいる

ときの控除額 

 

 １３１３ 障害者等のマル優（非課税貯蓄） 

 

 

 １３１０ 利息を受け取ったとき（利子所得） 

 

 １３１３ 障害者等のマル優（非課税貯蓄） 

 

１３１６ 財形住宅貯蓄 

  

１３１９ 財形年金貯蓄 

  

 １５１０ 割引債と税金 

 １５１５ ゼロクーポン債と税金 

 

 １５２０ 金融類似商品と税金 

 

 

 １３３０ 配当金を受け取ったとき（配当所

得） 

 

１２５０ 配当所得があるとき（配当控除） 

 

１３３１ 上場株式等の配当所得に係る申告

分離課税制度 

 

１４６３ 株式等を譲渡したときの課税（申

告分離課税） 

 

１４６６ 同一銘柄の株式等を 2 回以上にわ

たって購入している場合の取得費 

 

１４７２ 株式等以外の有価証券の譲渡によ

る所得（総合課税） 

 

１５２１ 外国為替証拠金取引（FX）の課税関係 

 

１５２２ 先物取引に係る雑所得等の課税の

特例 

 

１５２３ 先物取引の差金等決済に係る損失

の繰越控除 

 

 １４７３ 平成13年9月30日以前に取得した

上場株式等の取得費の特例（平成

22年 12月 31日までの譲渡の場合） 

 

 １４７４ 上場株式等に係る譲渡損失の損益

通算及び繰越控除 

 

１４６５ 株式等の譲渡損失（赤字）の取扱い 

 

１４６４ 譲渡した株式等の取得費 

 

 １４７６ 特定口座制度 

 

 １９３６ 海外転勤中に株式を譲渡した場合 

 

年金を受け取ったとき 

お年寄りや障害のある方と税金 

株式投資等と税金 

貯蓄と税金 



 １９３７ 居住者が海外で株式等を売却した 

      場合の課税関係等 

 

 

 １７５０ 死亡保険金を受け取ったとき 

 

 １７５５ 生命保険契約に係る満期保険金等

を受け取ったとき 

 

 １７６０ 所得補償保険の保険金を受け取っ

たとき 

 

 

１７００ 加害者から治療費、慰謝料及び損害

賠償金などを受け取ったとき 

  

１７０５ 遺族の方が損害賠償金を受け取っ

たとき 

 

１７１０ 事業主が加害者として損害賠償金

を支払ったとき 

 

 

 １３７０ 不動産収入を受け取ったとき（不動

産所得） 

 

 １３７３ 事業としての不動産貸付けとそれ

以外の区分 

 

 １３７６ 不動産所得の収入計上時期 

 

 １３７９ 修繕費とならないものの判定 

 

 １３８２ 立退料を支払ったとき 

 

 ２１００ 減価償却のあらまし 

 

 １３９１ 不動産所得が赤字のときの他の所

得との通算 

 

 １３９９ 新たに不動産の貸付けを始めたと

きの届出など 

 

 

 １３５０ 事業所得の課税のしくみ（事業所得） 

 ２０７０ 青色申告制度 

 

 ２０７２ 青色申告特別控除 

 

 ２０７５ 専従者給与と専従者控除 

 

 ２０８０ 白色申告者の記帳・記録保存制度 

 

 ２０９０ 新たに事業を始めたときの届出な

ど 

 

２０９１ 個人事業者の納税地等に異動があ

った場合の届出関係 

 

 ２１１０ 事業主がしなければならない源泉

徴収 

 

 ２２００ 収入金額とその計算 

 

 ２２１０ やさしい必要経費の知識 

 

 ２２１５ 固定資産税、登録免許税又は不動産

取得税を支払った場合 

 

 ２２１７ 公務員に対する贈賄や、外国公務員

に対する不正な利益の供与の取扱

い 

 

 ２１００ 減価償却のあらまし 

 

２１０５ 旧定額法と旧定率法による減価償

却（平成１９年３月３１日以前に取

得した場合） 

 

２１０６ 定額法と定率法による減価償却（平

成１９年４月１日以後に取得する

場合） 

 

２１０７ 資本的支出を行った場合の減価償却 

 

２１０８ 中古資産を非業務用から業務用に

転用した場合の減価償却費 

 

２１０９ 新築家屋等を非業務用から業務用

に転用した場合の減価償却 

保険金を受け取ったとき 

交通事故と損害賠償金 

アパートや貸家の賃貸収入がある人 

事業主と税金 



 

 

２０１０ 納税義務者となる個人 

 

２０１２ 居住者・非居住者の判定（複数の滞

在地がある人の場合） 

 

２０２０ 確定申告 

 

２０２２ 納税者が死亡したときの確定申告

（準確定申告） 

 

２０２９ 確定申告書の提出先（納税地） 

 

２０３６ 確定申告書の税務署への送付 

 

２０３０ 還付申告 

 

２０３１ 未納付の源泉徴収税額に対する還

付手続 

 

２０３５ 還付申告ができる期間と提出先 

 

９２０９ コンビニ納付 

 

２０４０ 予定納税 

 

２０２４ 確定申告を忘れたとき 

 

２０２６ 確定申告を間違えたとき 

 

 

２２２０ 総合課税制度 

 

２２３０ 源泉分離課税制度 

 

２２４０ 申告分離課税制度 

 

 ２２５０ 損益通算 

 

３３８２ マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の順

序 

 

２２６０ 所得税の税率 

 

 

１３００ 所得の区分のあらまし 

 

１３１０ 利息を受け取ったとき（利子所得） 

 

１３３０ 配当金を受け取ったとき（配当所

得） 

 

１３５０ 事業所得の課税のしくみ（事業所得） 

 

１３７０ 不動産収入を受け取ったとき（不動

産所得） 

 

１４００ 給与所得 

 

１４２０ 退職金を受け取ったとき（退職所

得） 

 

１４４０ 譲渡所得（土地や建物を譲渡したと

き） 

 

１４６０ 譲渡所得（土地、建物及び株式以外

の資産を譲渡したとき） 

 

 １４８０ 山林所得 

 

 １４９０ 一時所得 

  

１５００ 雑所得 

 

 

 １１００ 所得控除のあらまし 

  

１１１０ 災害や盗難などで資産に損害を受

けたとき（雑損控除） 

  

１１２０ 医療費を支払ったとき（医療費控

除） 

 

 １１３０ 社会保険料控除 

 

 １１３５ 小規模企業共済等掛金控除 

 

 １１４０ 生命保険料控除 

申告と納税 

所得額の計算と課税方法 

所得の種類と課税のしくみ 

所得金額から差し引かれる金額（所得控除） 



１１４１ 生命保険料控除の対象となる保険

契約等 

 

１１４５ 地震保険料控除 

 

１１４６ 地震保険料控除の対象となる保険

契約 

 

１１５０ 一定の寄附金を支払ったとき（寄附

金控除） 

 

１１６０ 障害者控除 

 

１１７０ 寡婦控除 

 

１１７２ 寡夫控除 

 

１１７５ 勤労学生控除 

 

１１８０ 扶養控除 

 

１１８１ 納税者が２人以上いる場合の扶養

控除の所属の変更 

 

１１９１ 配偶者控除 

 

１１９５ 配偶者特別控除 

 

１１９９ 基礎控除 

 

 

１２００ 税額控除 

 

１２１０ マイホームの取得等と所得税の税

額控除 

 

１２４０ 外国税額控除 

 

１２５０ 配当所得があるとき（配当控除） 

 

１２６０ 政党等寄附金特別控除制度 

 

１２６３ 認定ＮＰＯ法人に寄附をしたとき 

 

１２６６ 公益社団法人等に寄附をしたとき 

 

 

 

 

２５０２ 源泉徴収義務者とは 

 

２５０５ 源泉所得税の納付期限と納期の特例 

 

２５０６ 源泉所得税額を納め過ぎたとき 

 

２５０８ 給与所得となるもの 

 

２５０９ 給与所得の収入金額の収入すべき

時期 

 

２５１１ 税額表の種類と使い方 

 

２５１４ パートやアルバイトの源泉徴収 

 

２５１７ 海外に転勤した人の源泉徴収 

 

２５１８ 海外出向者が帰国したときの年末

調整 

 

２５２０ ２か所以上から給与をもらってい

る人の源泉徴収 

 

２５２３ 賞与に対する源泉徴収 

 

２５２６ 給与が一部未払いの場合の源泉徴収 

 

２５２９ 給与の改訂差額に対する税額の計算 

 

２５３２ 給与等に係る源泉所得税の納税地 

 

２７３９ 退職後に支給される給与等の源泉

徴収 

 

 

２５８２ 電車・バス通勤者の通勤手当 

 

２５８５ マイカー・自転車通勤者の通勤手当 

 

２５８８ 職務に必要な技術などを習得する

費用を支出したとき 

税金から差し引かれる金額（税額控除） 

給与と源泉徴収 

特殊な給与 

源 泉 所 得 税 



２５９１ 創業記念品や永年勤続表彰記念品

の支給をしたとき 

 

２５９４ 食事を支給したとき 

 

２５９７ 使用人に社宅や寮などを貸したとき 

 

２６００ 役員に社宅などを貸したとき 

 

２６０３ 従業員レクリエーション旅行や研

修旅行 

 

２６０６ 金銭を低い利息で貸し付けたとき 

 

２６０９ 使用人に住宅を取得する資金を貸

し付けたとき 

 

２５９２ 使用人等の発明に対して報償金な

どを支給したとき 

 

 

２６６２ 年末調整のしかた 

 

２６６５ 年末調整の対象となる人 

 

２６６８ 年末調整の対象となる給与 

 

２６７１ 年末調整の後に扶養親族等が異動

したとき 

 

２６７４ 中途就職者の年末調整 

 

２６７５ 年末調整の過不足額の精算 

 

 

２７２５ 退職所得となるもの 

 

２７２８ 退職所得の収入金額の収入すべき

時期 

 

２７３２ 退職金に対する源泉徴収 

 

２７３５ 同じ年に２か所以上から退職金を

もらったとき 

 

２７３６ 解雇予告手当や未払賃金立替制度

に基づき国が弁済する未払賃金を

受け取ったとき（退職所得） 

 

２７３９ 退職後に支給される給与等の源泉 

     徴収 

 

 

２７９２ 源泉徴収が必要な報酬・料金等とは 

 

２７９３ 報酬・料金等の源泉徴収義務者 

 

２７９５ 原稿料や講演料等を支払ったとき 

 

２７９８ 弁護士や税理士等に支払う報酬・料

金等 

 

２８０１ 司法書士等に支払う報酬・料金等 

 

２８０４ 外交員等に支払う報酬・料金 

 

２８０７ ホステス等に支払う報酬・料金等 

 

２８１０ 専属契約等で支払う契約金 

 

２８１３ 広告宣伝のために支払う賞金等 

 

 

２８７２ 非居住者等に対する課税のしくみ 

 

２８７５ 居住者と非居住者の区分 

 

２８７８ 国内源泉所得の範囲 

 

２８８１ 恒久的施設（ＰＥ） 

 

２８８４ 源泉徴収義務者・源泉徴収の税率 

 

２８８５ 非居住者等に対する源泉徴収のし

くみ 

 

２８８８ 租税条約に関する届出書の提出（源

泉徴収関係） 

 

 

年末調整 

退職金と源泉徴収 

報酬・料金などの源泉徴収 

非居住者に対する課税 



２８８９ 租税条約に関する源泉徴収税額の

還付請求 

 

 １９２０ 海外出向と所得税額の精算 

 

 １９２３ 海外転勤と納税管理人の選任 

  

１９２６ 海外勤務中の不動産所得などの納

税手続 

  

１９２９ 海外に勤務する法人の役員などに

対する給与の支払いと税務 

  

１９３２ 海外勤務者の不動産の売却と税務 

  

 １９３６ 海外転勤中に株式を譲渡したとき 

 

２５１７ 海外に転勤した人の源泉徴収 

  

 

 

 

３１０２ 譲渡所得の申告期限 

 

３１０５ 譲渡所得の対象となる資産と課税

方法 

 

３１０８ 国や地方公共団体又は公益を目的

とする事業を行う法人に財産を寄

附したとき 

  

３１１１ 土地を貸し付けて権利金などをも

らったとき 

 

 ３１１４ 離婚して土地建物などを渡したとき 

  

３１１７ 不動産を法人に現物出資したとき 

 

３１２０ 譲渡担保により資産を移転したとき 

 

 

 ３１５２ 譲渡所得の計算のしかた（総合課

税） 

 

 ３１５５ 借家人が立退料をもらったとき 

 ３１５８ ゴルフ会員権の譲渡による所得 

 

 ３１６１ 金地金を売ったときの税金 

 

 

 ３２０２ 譲渡所得の計算のしかた(分離課 

      税） 

 

 ３２０３ 不動産を譲渡して譲渡損失が生じ

た場合 

 

３２０８ 長期譲渡所得の税額の計算 

  

３２１１ 短期譲渡所得の税額の計算 

 

３２１４ 土地建物を売ったときの収入金額

に含める金額 

 

３２１７ 時価より低い価額で売ったとき 

  

３２２０ 保証債務を履行するために土地建

物などを売ったとき 

  

３２２３ 譲渡所得の特別控除の種類 

 

３２２５ 平成21年及び平成22年に取得した

土地等を譲渡したときの 1,000 万

円特別控除 

 

３２４０ 事業用建物等を譲渡した場合の消

費税 

 

 

３２５２ 取得費となるもの 

  

３２５５ 譲渡費用となるもの 

  

３２５８ 取得費が分からないとき 

 

 ３２６１ 建物の取得費の計算 

  

３２６４ 借入金の利子が取得費になるとき 

 

 ３２６７ 相続財産を譲渡した場合の取得費

の特例 

譲渡所得のあらまし 

土地建物以外の資産を売ったとき 

土地建物を売ったとき 

土地建物の取得費と譲渡費用 

譲 渡 所 得 



 ３２７０ 相続や贈与によって取得した土 

      地・建物の取得費と取得の時期 

 

３２７３ 買換えなどで取得した資産の取得

費と取得の時期 

 

３２７４ 平成21年及び平成22年に土地を先

行取得したときの特例 

 

 

 ３２０３ 不動産を譲渡して譲渡損失が生じ

た場合 

 

３３０２ マイホームを売ったときの特例 

 

 ３３０５ マイホームを売ったときの軽減税

率の特例 

 

 ３３０８ 共有のマイホームを売ったとき 

 

 ３３１１ 家屋と敷地の所有者が異なるとき 

 

 ３３１４ 空家にしていたマイホームを売っ

たとき 

 

 ３３１７ 妻子だけが住んでいるマイホーム

を売ったとき 

 

 ３３２０ マイホームを取り壊した後に敷地

を売ったとき 

 

 ３３９０ 住宅ローンが残っているマイホー

ムを売却して譲渡損失が生じたと

き（特定のマイホームの譲渡損失の

損益通算及び繰越控除の特例） 

 

３３９２ 「特定のマイホームの譲渡損失の損

益通算及び繰越控除の特例」の対

象となる「譲渡資産」及び「特定

譲渡」とは 

 

３３９３ 「特定のマイホームの譲渡損失の損

益通算及び繰越控除の特例」を受け

るための申告手続と添付書類 

 

 

  

３２０３ 不動産を譲渡して譲渡損失が生じ

た場合 

 

 ３３５５ 特定のマイホームを買い換えたと

きの特例 

 

 ３３５８ 売った金額より少ない金額でマイ

ホームを買い換えたとき 

 

 ３３６１ 譲渡した年に買換えができなかっ

たとき 

 

３３６２ 居住用財産の買換えの特例を受け

て買い換えた資産の取得価額とさ

れる金額の計算 

 

 ３３７０ マイホームを買換えた場合に、譲渡

損失が生じたとき（マイホームを買

換えた場合の譲渡損失の損益通算

及び繰越控除の特例） 

 

 ３３７５ 「マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の特

例」の対象となる「譲渡資産」及び

「買換資産」とは 

 

 ３３７６ 「マイホームの買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の特

例」の対象となる「特定譲渡」とは 

 

 ３３７７ 「マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の特

例」の対象となる住宅ローン 

 

３３７９ 「マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の特

例」を受けるための手続等 

 

３３８２ マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除の順

序 

 

 

マイホームを売ったとき 

マイホームを買い換えたとき 



３３８３ マイホームを買換えた場合の譲渡

損失の損益通算及び繰越控除を適

用した後の修正申告 

 

 

 ３２０３ 不動産を譲渡して譲渡損失が生じ

た場合 

 

３４０２ 事業用の資産の範囲 

 

 ３４０５ 事業用の資産を買い換えたときの

特例 

 

 ３４０８ 既成市街地等から郊外への買換え

の具体例 

 

３４１１ 親族の事業の用に使わせている資

産を買い換えたとき 

 

３４１４ 売った金額より少ない金額で事業

用の資産を買い換えたとき 

 

３４１７ 売った金額以上の金額で事業用の

資産を買い換えたとき 

 

 ３４２０ 譲渡した年に買換えができなかっ

たとき 

 

 ３４２３ 期限までに買換資産を買えなかっ

たとき 

 

 ３４２６ 事業用資産の買換えの特例を受け

て買い換えた資産の取得価額とさ

れる金額の計算 

 

３４２９ 既成市街地等の範囲 

  

 

 ３４５２ 店舗併用住宅を売ったときの特例 

  

３４５５ 店舗併用住宅を買い換えたときの

特例 

 

 

 ３５０２ 土地建物の交換をしたときの特例 

 ３５０５ 借地権と底地を交換したとき 

 

 ３５０８ 交換差金を受け取ったとき 

 

 ３５１１ 土地建物と土地を等価で交換した

とき 

 

 ３５１４ 資産の一部を交換とし、一部を売買

としたとき 

 

 ３５１７ 不動産業者などが所有している土

地建物と交換したとき 

 

 

 ３５５２ 収用等により土地建物を売ったと

きの特例 

 

 ３５５５ 収用等により取得する各種補償金

の所得区分 

 

 

３５６０ 居住者が海外の不動産を売却した

場合の課税関係等 

 

 

１４６３ 株式等を譲渡したときの課税（申告

分離課税） 

  

１９３６ 海外転勤中に株式を譲渡した場合 

 

 １４６４ 譲渡した株式等の取得費 

 

 １４６６ 同一銘柄の株式等を２回以上にわ

たって購入している場合の取得費 

 

１４７２ 株式等以外の有価証券の譲渡によ

る所得（総合課税） 

 

１４７３ 平成13年9月30日以前に取得した

上場株式等の取得費の特例（平成

22年 12月 31日までの譲渡の場合） 

 

１４６５ 株式等の譲渡損失（赤字）の取扱い 

  

 

事業用の資産を買い換えたとき 

店舗併用住宅を売ったとき、買い換えたとき 

土地建物の交換をしたとき 

土地建物を収用されたとき 

海外の不動産を売ったとき 

株式等を売ったとき 



１４７４ 上場株式等に係る譲渡損失の損益

通算及び繰越控除 

 

 １４７５ 破産等により株式の価値が失われ

たときの特例 

 

１４７６ 特定口座制度 

 

１４７７ 相続により取得した非上場株式を

発行会社に譲渡した場合の課税の

特例 

 

  

 １９３７ 居住者が海外で株式等を売却した

場合の課税関係等 

 

 

 

 

 ４１０２ 相続税がかかる場合 

 

 ４１０３ 相続時精算課税の選択 

 

 ４１０５ 相続税がかかる財産 

 

 ４１０８ 相続税がかからない財産 

 

 ４１１１ 交通事故の損害賠償金 

 

 ４１１４ 相続税の対象になる死亡保険金 

 

 ４１１７ 遺族の方が受け取る死亡退職金 

 

 ４１２０ 弔慰金を受け取ったときの取扱い 

 

 ４１２３ 遺族の方が取得する年金受給権 

 

 ４１２４ 相続した事業の用や居住の用の宅

地等の価額の特例（小規模宅地等の

特例） 

 

４１２６ 相続財産から控除できる債務 

 

 ４１２９ 相続財産から控除できる葬式費用 

 

 ４１３２ 相続人の範囲と法定相続分 

 

 ４６０２ 土地家屋の評価 

 

４１３８ 相続人が外国に居住しているとき 

 

 ４１４１ 相続財産を公益法人などに寄附し

たとき 

 

 ４１４７ 農業相続人が農地等を相続した場

合の納税猶予の特例 

 

４１４８ 非上場株式等についての相続税の

納税猶予 

 

 

 ４１５２ 相続税の計算 

  

４１５５ 相続税の税率 

 

 ４１５８ 配偶者の税額の軽減 

 

 ４１６１ 贈与財産の加算と税額控除 

 

 ４１６４ 未成年者の税額控除 

 

 ４１６７ 障害者の税額控除 

 

 ４１７０ 相続人の中に養子がいるとき 

 

 ４１７３ 代償分割が行われた場合の相続税

の課税価格の計算 

 

 ４１７６ 遺言書の内容と異なる遺産分割を

した場合の相続税と贈与税 

 

 

 ４２０２ 相続税の申告のために必要な準備 

 

 ４２０５ 相続税の申告と納税 

 

９２０９ コンビニ納付 

 

 ４２０８ 相続財産が分割されていないとき

の申告 

相続と税金 

相続税の計算と税額控除 

相続税の申告と納税 

相 続 税 

海外で株式等を売ったとき 



 ４２１１ 相続税の延納 

 

 ４２１４ 相続税の物納 

 

 

 ４１０３ 相続時精算課税の選択 

 

４１５２ 相続税の計算 

 

４４０９ 贈与税の計算（相続時精算課税の選

択をした場合） 

 

４５０３ 相続時精算課税選択の特例 

 

４５０４ 住宅取得等資金の贈与を受けた場

合の贈与税の計算（相続時精算課税

の選択をした場合） 

 

４５０６ 住宅取得資金とそれ以外の財産を

同時に贈与されたとき（相続時精算

課税） 

 

４５０７ 住宅取得等資金で取得した家屋に

居住できないとき（相続時精算課

税） 

 

４５０８ 直系尊属から住宅取得等資金の贈

与を受けた場合の非課税 

 

４３０１ 相続時精算課税制度の選択と相続

税の申告義務 

 

４３０２ 贈与者が年の中途で死亡した場合

の相続時精算課税制度の選択 

 

４３０３ 年の中途に推定相続人となった場

合の相続時精算課税の適用 

 

４３０４ 相続時精算課税を選択する贈与税

の申告書に添付する書類 

 

４３０５ 相続時精算課税を選択する贈与税

の申告書に添付する書類（贈与

を受けた年に受贈者が死亡した場合） 

 

４３０６ 相続時精算課税における贈与税額

の計算 

 

４３０７ 贈与者が贈与した年において死亡

した場合の贈与税及び相続税の取

扱い 

 

 

 

 

 ４４０２ 贈与税がかかる場合 

  

 ４４０５ 贈与税がかからない場合 

 

 ４４０８ 贈与税の計算と税率（暦年課税） 

 

４４０９ 贈与税の計算（相続時精算課税の選

択をした場合） 

 

４４１０ 複数の人から贈与を受けた場合の

基礎控除額 

 

 ４４１１ 共働きの夫婦が住宅を買ったとき 

 

 ４４１４ 離婚して財産をもらったとき 

 

 ４４１７ 贈与税の対象になる生命保険金 

 

 ４４２０ 親から金銭を借りた場合 

 

 ４４２３ 著しく低い価額で財産を譲り受け

たとき 

 

４４２４ 債務免除等を受けた場合 

 

 ４４２６ 負担付贈与に対する課税 

 

 ４４２９ 贈与税の申告と納税 

 

９２０９ コンビニ納付 

 

 ４４３２ 受贈者が外国に居住しているとき 

 

 ４６０２ 土地家屋の評価 

 

贈与と税金 

相続時精算課税 

贈 与 税 



 ４４３８ 農業後継者が農地等の贈与を受け

た場合の納税猶予 

 

４４３９ 非上場株式等についての贈与税の

納税猶予 

 

 

 ４４５２ 夫婦の間で居住用の不動産を贈与

したときの配偶者控除 

 

 ４４５５ 配偶者控除の対象となる居住用不

動産の範囲 

 

 

 ４５０８ 直系尊属から住宅取得等資金の贈

与を受けた場合の非課税 

 

４５０３ 相続時精算課税選択の特例 

 

４５０４ 住宅取得等資金の贈与を受けた場

合の贈与税の計算（相続時精算課税

の選択をした場合） 

 

   

４５５２ 親の土地に子供が家を建てたとき 

 

４５５３ 使用貸借に係る土地を贈与により

取得したとき 

 

 ４５５５ 親の借地に子供が家を建てたとき 

 

 ４５５７ 親名義の建物に子供が増築したとき 

 

 ４５６０ 親が借地している土地の底地部分

を子供が買い取ったとき 

 

 

 ４１０３ 相続時精算課税の選択 

 

４１５２ 相続税の計算 

 

４４０９ 贈与税の計算（相続時精算課税の選

択をした場合） 

 

４５０３ 相続時精算課税選択の特例 

４５０４ 住宅取得等資金の贈与を受けた場

合の贈与税の計算（相続時精算課税

の選択をした場合） 

 

４５０６ 住宅取得資金とそれ以外の財産を

同時に贈与されたとき（相続時精算

課税） 

 

４５０７ 住宅取得等資金で取得した家屋に

居住できないとき（相続時精算課

税） 

 

４５０８ 直系尊属から住宅取得等資金の贈

与を受けた場合の非課税 

 

４３０１ 相続時精算課税制度の選択と相続

税の申告義務 

 

４３０２ 贈与者が年の中途で死亡した場合

の相続時精算課税制度の選択 

 

４３０３ 年の中途に推定相続人となった場

合の相続時精算課税の適用 

 

４３０４ 相続時精算課税を選択する贈与税

の申告書に添付する書類 

 

４３０５ 相続時精算課税を選択する贈与税

の申告書に添付する書類（贈与を受

けた年に受贈者が死亡した場合） 

 

４３０６ 相続時精算課税における贈与税額

の計算 

 

４３０７ 贈与者が贈与した年において死亡

した場合の贈与税及び相続税の取

扱い 

 

 

 

  

 ４６０２ 土地家屋の評価 

 

４６０３ 宅地の評価単位 

 

夫婦間の居住用不動産の贈与 

住宅取得等資金の贈与を受けたとき 

親子間の土地の無償使用 

相続財産や贈与財産の評価 

相続時精算課税 

財 産 の 評 価 



４６０４ 路線価方式による宅地の評価 

 

４６０５ 地区の異なる２以上の路線に接す

る宅地の評価 

 

４６０７ 特定路線価の設定の申出 

 

４６６５ 外貨（現金）の邦貨換算 

 

４６１０ 広大地の評価 

 

 ４６１１ 借地権の評価 

 

４６１２ 定期借地権付住宅の底地評価 

 

４６１３ 貸宅地の評価 

 

 ４６１４ 貸家建付地の評価 

 

 ４６１７ 利用価値が著しく低下している宅

地の評価 

 

４６２０ 無道路地の評価 

 

４６２１ 私道に沿接する宅地の評価 

 

４６２２ 私道の評価 

 

 ４６２３ 農地の評価 

 

 ４６２６ 生産緑地の評価 

 

４６２７ 貸駐車場として利用している土地

の評価 

 

４６２８ 市街地調整区域内の雑種地の評価 

 

 ４６２９ 建築中の家屋の評価 

 

 ４６３２ 上場株式の評価 

 

 ４６３５ 気配相場等のある株式の評価 

 

 ４６３８ 取引相場のない株式の評価 

 

 ４６４１ 利付公社債・割引発行の公社債の評価 

 

 ４６４４ 貸付信託・証券投資信託の評価 

 

４６４７ ゴルフ会員権の評価 

 

４６６０ 生命保険契約に関する権利の評価 

 

 

 

 

５１００ 新設法人の届出書類 

 

 

５２００ 役員の範囲 

 

 ５２０１ 役員報酬と役員賞与の区分（平成 

１８年３月３１日までに開始する

事業年度分） 

 

５２０２ 法人が役員に対し資産を低額で譲

渡したとき 

 

５２０３ 使用人が役員へ昇格したとき又は

役員が分掌変更したときの退職金 

 

 ５２０４ 役員の退職金の損金算入時期（平成

１８年３月３１日までに開始する

事業年度分） 

 

５２０８ 役員の退職金の損金算入時期（平成

１８年４月１日以後に開始する事

業年度分） 

 

５２０５ 役員のうち使用人兼務役員になれ

ない人 

 

 ５２０６ 役員に対する給与（平成１８年４月

１日から平成１９年３月３１日ま

でに開始する事業年度分） 

 

５２０９ 役員に対する給与（平成１９年４月

１日以後に開始する事業年度分） 

 

 

法 人 税 

法人の設立 

役員報酬・役員賞与など 



５２０７ 特殊支配同族会社の役員給与の損

金不算入 

 

 

 ５２２０ 個人事業当時からの使用人に対す

る退職金 

 

５２３０ 適格退職年金契約とはどのような

退職年金契約をいうのですか 

 

５２３１ 適格退職年金契約に係る課税関係 

 

５３５０ 使用人賞与の損金算入時期 

 

 

５２４０ 出向先法人が支出する給与負担金

に係る役員給与の取扱い（平成１８

年３月３１日までに開始する事業

年度分） 

 

５２４５ 出向先法人が支出する給与負担金

に係る役員給与の取扱い（平成１８

年４月１日以後に開始する事業年

度分） 

 

５２４１ 出向者に対する給与の較差補てん

金の取扱い 

 

 ５２４２ 出向先法人が支出する退職金の負

担金の取扱い 

  

 

 ５２６５ 交際費等の範囲と定額控除限度額 

 

 ５２６０ 交際費等と広告宣伝費との区分 

 

 ５２６１ 交際費等と福利厚生費との区分 

 

 ５２６２ 交際費等と寄附金との区分 

 

 

 ５２６２ 交際費等と寄附金との区分 

 

５４６３ 宅地開発等に際して支出する開発

負担金等 

５２８３ 特定公益増進法人に対する寄附金 

 

５２８４ 認定ＮＰＯ法人に対する寄附金 

 

５２８５ 特定地域雇用会社等に対する寄附

金（平成22年3月31日以前支出分） 

 

５２８０ 子会社等を整理・再建する場合の損

失負担等に係る質疑応答事例等 

 

 

 ５３００ 損金の額に算入される租税公課の

範囲と損金算入時期 

 

 

５３２０ 貸倒損失として処理できる場合 

 

 

５３６０ 養老保険の保険料の取扱い 

 

５３６１ 定期保険の保険料の取扱い 

 

５３６２ 定期付養老保険の保険料の取扱い 

 

 

５３８７ 販売費、一般管理費その他の費用に

おける債務確定の判定 

 

５３８０ 短期前払費用として損金算入がで

きる場合 

 

 ５３８１ ゴルフクラブの入会金と会費の取扱い 

 

 ５３８２ 同業者団体の入会金と会費の取扱い 

 

 ５３８３ 携帯電話等の加入費の取扱い 

 

 ５３８８ 海外渡航費の取扱い 

 

 ５３８９ 社葬費用の取扱い 

 

 ５３８５ 公務員に対する贈賄や、外国公務員

に対する不正な利益の供与の取扱

い 

 

従業員給与・退職金・適格退職年金 

出向や転籍があったとき 

交際費 

寄附金 

租税公課 

貸倒損失 

保険料 

その他の営業経費 



 

 

５４１１ 減価償却資産の償却限度額の計算

方法（平成１９年３月３１日以前取

得分） 

 

５４１０ 減価償却資産の償却限度額の計算

方法（平成１９年４月１日以後取得

分） 

 

５４０９ 減価償却資産の償却方法の選定手

続（平成１９年４月１日以後取得

分） 

 

５４０７ 減価償却資産の償却方法の変更手

続 

 

５４０５ 資本的支出後の減価償却資産の償

却方法等 

 

 ５４０２ 修繕費とならないものの判定 

 

 ５４０４ 中古資産の耐用年数 

 

５４６１ ソフトウェアの取得価額と耐用年

数 

 

 ５４０６ 他人の建物に対する造作の耐用年

数 

 

５４００ 減価償却資産の取得価額に含めな

いことができる付随費用 

  

５４０１ 土地とともに取得した建物を取り

壊した場合の土地の取得価額 

 

 ５４６３ 宅地開発等に際して支出する開発

負担金等 

 

５４０３ 少額減価償却資産になるかどうか

の判定の例示 

 

 

５４０８ 中小企業者等の少額減価償却資産

の取得価額の損金算入の特例 

 

 

５４３３ 中小企業等投資促進税制（中小企業

者等が機械等を取得した場合等の

特別償却又は税額控除） 

 

５４３４ 中小企業者等が機械等を賃借した

場合の税額控除（リース税額控除）

（平成２０年３月３１日以前にリ

ース契約を締結した場合） 

 

５４３７ 人材投資促進税制（教育訓練費の税

額控除）（平成 20 年 3 月 31 日以前

に開始した事業年度分） 

 

５４３８ 中小企業者等における教育訓練費

の税額控除（平成 20 年 4 月 1 日以

後開始した事業年度分） 

 

５４４１ 研究開発税制について（概要） 

 

５４４２ 試験研究費の総額に係る税額控除

制度 

 

５４４３ 特別試験研究に係る税額控除制度 

 

５４４４ 中小企業技術基盤強化税制 

 

５４４５ 情報基盤強化設備等を取得した場

合等の特別償却又は税額控除（平成

22 年 3 月 31 日以前取得分） 

 

５４４６ 情報基盤強化設備等を賃借した場

合の税額控除（リース税額控除）（平

成２０年３月３１日以前にリース

契約を締結した場合） 

 

５４４７ 中小企業者が情報基盤強化設備等

を取得した場合 

 

５４５０ 繰越税額控除限度超過額等の税額

控除制度 

 

５４５１ 平成21年及び平成22年に取得した

長期保有土地等の 1,000 万円控除 

減価償却 特別償却・税額控除 



５４５２ エネルギー需要構造改革推進税制

（エネルギー需要構造改革推進設

備等を取得した場合の特別償却又

は税額控除） 

 

５４５４ 環境関連投資促進税制関係（エネル

ギー環境負荷低減推進設備等を取

得した場合の特別償却叉は税額控

除） 

 

５９２５ 子育て支援税制（事業所内託児施設

等の割増償却） 

 

５９２６ 雇用促進税制（雇用者の数が増加し

た場合の税額控除） 

 

 

 ５４６０ 建物を賃借するための権利金等 

 

５４６２ 公共的施設などの負担金 

 

 ５４６３ 宅地開発等に際して支出する開 

      発負担金等 

 

  

５５００ 一括評価金銭債権に係る貸倒引当

金の対象となる金銭債権の範囲 

 

５５２３ 退職給与引当金に関する経過措置 

 

５３５０ 使用人賞与の損金算入時期 

  

 

５５７４ 有価証券の評価損が認められる場

合 

 

 

 ５６００ 土地建物の交換をしたときの特例 

  

５６０１ 借地権と底地を交換したとき 

 

 ５６０２ 交換差金等の意義 

 

 ５６０３ 土地建物と土地を等価で交換をし

たとき 

 ５６０４ 資産の一部を交換とし、一部を売買

としたとき 

 

５６０５ 不動産業者などが所有している土

地建物と交換したとき 

  

５６０８ 保険金等で取得した固定資産等の

圧縮記帳 

 

 

 ５６５０ 収用等があったときの圧縮記帳 

 

５６５１ 特定資産を買い換えた場合の圧縮

記帳 

 

５６５２ 特定資産を買換えた場合の圧縮記

帳の対象となる資産 

 

５６５３ 既成市街地等の区域内からその区

域外への買換えの場合 

 

５６５４ 圧縮限度額の計算 

 

５６５５ 譲渡した事業年度に買換資産の取

得ができないとき 

 

５６５６ 買換期間の延長申請 

 

５６５７ 平成21年及び平成22年に先行取得

した土地等に係る圧縮記帳 

 

 ３４２９ 既成市街地等の範囲 

 

  

 ５７００ リース取引についての取扱いの概

要（平成20年3月31日以前契約分） 

 

５７０１ 平成20年3月31日以前に契約する

リース取引について旧リース期間

定額法の適用について 

 

５７０２ リース取引についての取引の概要

（平成 20 年 4 月 1 日以後契約分） 

 

 

繰延資産 

営業外損益 

法人税法上の圧縮記帳 

措置法上の圧縮記帳 

リース取引 

引当金 



５７０３ リース取引の賃貸人における収益

及び費用計上方法（平成 20 年 4 月

1 日以後契約分） 

 

５７０４ 所有権移転外リース取引 

 

 

 ５７３０ 権利金の認定課税について 

 

 ５７３１ 借地権の取得価額 

 

 ５７３２ 相当の地代及び相当の地代の改訂 

 

５７３３ 借地権の返還を受けた場合の処理 

 

  

５７６０ 所得税額控除 

 

５７６２ 青色申告書を提出した事業年度の 

     欠損金の繰越控除 

 

５７６３ 欠損金の繰戻しによる還付 

 

 

５８００ 資本金が５億円以上の法人等の

100％子法人等における中小企業

向け特例措置の不適用について 

 

 

５９３０ 帳簿書類等の保存期間及び保存方法 

 

５９３２ 租特透明化法の制定に伴う適用額

明細書について 

 

 

 

 

６１０１ 消費税のしくみ 

 ６１０１ 消費税のしくみ 

 

６１０５ 課税の対象 

 

 ６１０９ 事業者とは 

 

 ６１１３ 「対価を得て行われる」の意義 

 ６１１７ 課税の対象となる取引 

 

 ６１２１ 納税義務者 

 

６１２５ 国内取引の納税義務者 

 

 ６１２９ 共同企業体の納税義務 

 

 ６１３３ 輸入する貨物の納税義務者 

 

６１３７ 課税期間 

 

 ６１４１ 納税義務の成立の時期 

 

 ６１４５ 資産の譲渡の具体例 

 

 ６１４９ 資産の貸付けの具体例 

  

６１５３ 役務の提供の具体例 

 

 ６１５７ 課税の対象とならないもの（不課

税）の具体例 

 

６１６１ 延払基準、工事進行基準を用いてい

るとき 

 

６１６３ リース取引についての消費税の取

扱いの概要 

 

 ６１６５ 前受金や前払金などがあるとき 

 

 

 ６２０１ 非課税となる取引 

 

６２０５ 非課税と免税の違い 

  

６２０９ 非課税と不課税の違い 

 

６２１０ 国外取引 

 

 ６２１３ 駐車場の使用料など 

 

６２１４ 身体障害者用物品に該当する自動車 

 

６２２１ 預金や貸付金の利子など 

借地権等の認定課税 

税額の計算 

その他 

基本的なしくみ 

課税取引・非課税取引 

消 費 税 

資本に関する取引等 



 ６２２５ 地代、家賃や権利金、敷金など 

 

 ６２２９ 商品券やプリペイドカードなど 

 

６２２６ 住宅の貸付け 

 

 ６２３３ 学校の授業料や入学検定料 

 

 ６２４１ 売掛債権とは別に請求する利子 

 

６２４５ 有価証券の先物取引 

 

 ６２４９ ゴルフ会員権 

 

 ６２５３ キャンセル料 

 

 ６２５７ 損害賠償金 

 

 ６２６１ 建物賃貸借契約の違約金など 

 

 

 ６３０１ 課税標準 

 

６３０３ 消費税及び地方消費税の税率 

 

 ６３０５ 商品の安売りや下取りがあるとき 

 

６３１３ たばこ税、酒税などの個別消費税の

取扱い 

  

６３１７ 個人事業者の自家消費の取扱い 

 

 ６３２１ 法人の役員に対する贈与・低額譲渡

の取扱い 

 

 ６３２５ 為替差損益の取扱い 

 

 

６３５１ 納付税額の計算のしかた 

 

 ６３５５ 課税売上げと課税仕入れ 

 

６３５９ 値引き、返品、割戻しなどを行った

場合の税額の調整（売上げに係る対

価の返還等） 

 

 

６３６３ 値引き、返品、割戻しなどを行った

場合の税額の調整（仕入れに係る対

価の返還等） 

 

 ６３６７ 貸倒れに係る税額の調整 

 

 ６３７１ 端数計算 

 

 ６３７５ 税抜経理方式又は税込経理方式に

よる経理処理 

 

６３８３ 課税標準額に対する消費税額の計

算の特例 

 

６３９１ 消費税額等の積上げによって仕入

れに対する消費税額を計算すると

き 

 

 

６４０１ 仕入控除税額の計算方法 

 

 ６４０５ 課税売上割合の計算方法 

 

６４１７ 課税売上割合に準ずる割合 

 

６４２１ 課税売上割合が著しく変動したと

きの調整 

 

 

 ６４５１ 仕入税額の控除の対象となるもの 

 

 ６４５５ 免税事業者や消費者から仕入れた

とき 

 

 ６４５９ 出張旅費、宿泊費、日当、通勤手当

などの取扱い 

 

 ６４６３ 寄附金や交際費の取扱い 

 

 ６４６７ 会費や入会金の仕入税額控除 

 

 ６４７１ 従業員の食事代の負担など 

 

課税標準と税率 

税額計算のあらまし 

課税売上割合の計算 

仕入税額控除 



 ６４７５ 使用人の出向・人材派遣など 

  

６４７９ 共同行事負担金 

 

 ６４８３ 建設仮勘定の仕入税額控除の時期 

 

 ６４８７ 未成工事支出金の仕入税額控除の

時期 

 

６４９１ 免税事業者が課税事業者となった

とき 

 

 ６４９５ 国、地方公共団体や公共・公益法人

等に特定収入がある場合の仕入控

除税額の調整 

 

 ６４９６ 仕入税額控除をするための帳簿及

び請求書等の保存 

 

６４９７ 仕入税額控除のために保存する帳

簿の記載内容 

 

 

 ６５０１ 納税義務の免除 

 

６５０３ 基準期間がない法人の納税義務の

特例 

 

 ６５０５ 簡易課税制度 

  

６５０９ 簡易課税制度の事業区分 

 

 ６５１３ 簡易課税制度の適用と経理処理 

 

 ６５１７ 卸売業とされる事業 

 

６５３１ 新規開業又は法人の新規設立のと

き 

 

 

 ６５５１ 輸出取引の免税 

 

 ６５５５ 海外旅行者が出国に際して携帯す

る物品の輸出免税 

 

 ６５５９ 外国人旅行者等が国外へ持ち帰る

物品についての輸出免税 

６５６３ 輸入取引 

 

 ６５６７ 非居住者に対する役務の提供 

 

 

 ６６０１ 申告と納税 

 

６６０２ 相続で事業を引き継いだ場合の納

税義務について 

 

 ６６０５ 納付税額がないときの確定申告 

 

６６０９ 中間申告の方法 

 

６６１３ 免税事業者と仕入税額の還付 

 

 ６６１５ 確定申告書等に添付することとな

る書類 

 

 ６６１７ 納税地 

  

６６２１ 帳簿の記載事項と保存 

 

 ６６２５ 請求書等の記載事項や発行のしかた 

 

６６２９ 消費税の各種届出書 

  

６６３０ やむを得ない事情により課税事業

者選択届出書等の提出が間に合わ

なかった場合 

 

６６３２ 災害等により簡易課税制度の適用

を受ける（受けることをやめる）必

要が生じた場合 

 

 ６６３１ 貸倒債権を回収したときの消費税

額の計算 

 

６６３５ 非居住者及び外国法人の申告・届出

の方法 

 

 

 ６９０１ 納付税額又は還付税額の経理処理 

中小事業者に対する特例など 

輸出と輸入 

申告と納税 

その他 



 

６９０５ 税抜経理と税込経理の選択適用（法

人の場合） 

 

６９０９ 税抜経理と税込経理の選択適用（個

人の場合） 

 

６９１３ 税抜経理と税込経理の併用と経理

処理 

 

６９１７ 交際費等の損金不算入額を算出す

る場合における消費税等の取扱い 

 

 ６９２１ 控除できなかった消費税額等（控除

対象外消費税額等）の処理 

 

 ６９２５ 消費税等と印紙税 

 

 ６９２９ 消費税等と源泉所得税 

  

６９３１ 消費税等と譲渡所得 

 

６９０２ 「総額表示」の義務付け 

 

 

 

 

 ７１００ 課税文書に該当するかどうかの判

断 

 

 ７１０１ 不動産の譲渡・消費貸借等に関する

契約書 

 

 ７１０２ 請負に関する契約書 

 

 ７１０３ 約束手形及び為替手形 

 

 ７１０４ 継続的取引の基本となる契約書 

 

 ７１０５ 金銭又は有価証券の受取書、領収書 

 

 ７１０６ 建物の賃貸借契約書 

 

 ７１０７ 駐車場を借りたときの契約書 

 

 ７１０８ 不動産の譲渡、建設工事の請負に関

する契約書に係る印紙税の軽減措

置 

 

 ７１１７ 契約書の意義 

 

 ７１１８ 申込書、注文書、依頼書等と表示さ

れた文書の取扱い 

 

 ７１１９ 他の文書を引用している文書の取

扱い 

 

 ７１２０ 契約書の写し、副本、謄本等 

 

 ７１２１ 予約契約書、仮契約書、仮領収書 

 

 ７１２２ 文書の記載金額 

 

 ７１２３ 契約金額を変更する契約書の記載

金額 

 

 ７１２４ 消費税等の額が区分記載された契

約書等の記載金額 

 

 ７１２５ 営業に関しない受取書 

 

７１２７ 契約内容を変更する文書 

 

７１３０ 誤って納付した印紙税の還付 

 

７１３１ 印紙税を納めなかったとき 

 

７１４０ 印紙税額の一覧表（その１）第１号

文書から第４号文書まで 

 

７１４１ 印紙税額の一覧表（その２）第５号

文書から第 20 号文書まで 

 

７１２６ 相殺した場合の領収書 

 

  

７１９０ 登録免許税のあらまし 

 

７１９１ 登録免許税の税額表 

 

印紙税その他国税 

印紙税 

その他の国税 



 ７１９２ 自動車重量税のあらまし 

 

７１９３ 使用済自動車に係る自動車重量税

の廃車還付制度 

７１９４ 低公害車等に係る自動車重量税の 

     減免措置 

 

 

 ７２００ 税務署長等の処分に不服があると

きの不服申立手続 

 

 ７２１０ 「不服申立て」ができる場合、でき

ない場合 

 

 

 

 ７４００ 法定調書と提出義務者 

  

７４１１ 「給与所得の源泉徴収票」の提出範 

囲と提出枚数 

 

 ７４２１ 「退職所得の源泉徴収票」の提出範

囲と提出枚数 

 

 ７４３１ 「報酬、料金、契約金及び賞金の支

払調書」の提出範囲と提出枚数 

 

７４４１ 「不動産の使用料等の支払調書」の

提出範囲と提出枚数 

 

７４４２ 「不動産等の譲受けの対価の支払調

書」の提出範囲と提出枚数 

  

７４４３ 「不動産等の売買又は貸付のあっせ

ん手数料の支払調書」の提出範囲と

提出枚数 

 

７４５１ 法定調書を光ディスク、磁気テープ

又は磁気ディスクにより提出する

場合の手続 

 

７４５２ 光ディスク、磁気テープ又は磁気デ

ィスクを本店等で一括して提出す

る場合の手続 

 

７４５３ 光ディスク、磁気テープ又は磁気デ

ィスクにより提出できる法定調書

の種類 

 

 

 

 

（注）９２００については、国税庁ホームページ

『税についての相談窓口』をご覧ください。 

 

９２００ 税についての相談窓口 

 

 ９２０１ 振替納税のおすすめ 

 

 ９２０２ 青色申告のおすすめ 

 

 ９２０３ 税理士制度について 

 

 ９２０４ にせ税理士にご注意 

 

 ９２０５ 延滞税について 

 

 ９２０６ 国税を期限内に納付できないとき 

 

９２０７ 公売に参加したいとき 

 

 ９２０８ 納税証明書の請求 

 

９２０９ コンビニ納付 

 

 

 

 

 

 ８００１ 災害による期限の延長 

 

 

 ８００４ 災害を受けたときの所得税の軽減

免除 

 

 １１１０ 災害や盗難などで資産に損害を受

けたとき（雑損控除） 

 

１９０２ 災害減免法による所得税の軽減免除 

 

国税のお知らせ 

申告・納期限の延長 

被災者の雑損控除、災害減免の特例等について 

不服申立ての手続 

法 定 調 書 

災害を受けたら 



 

 

８００２ 災害を受けたときの納税の猶予 

 

 

 ８００３ 給与所得者、公的年金受給者が災害

を受けたときの源泉所得税の徴収

猶予及び還付 

 

 ８００５ 災害を受けたときの予定納税の減

額申請 

 

８００６ 災害を受けたときの相続税の軽減 

 

 ８００７ 災害を受けたときの贈与税の軽減 

  

８００８ 災害を受けた酒類、製造たばこ、揮

発油等に対する救済措置 

 

 

 ６６３０ やむを得ない事情により課税事業

者選択届出書等の提出が間に合わ

なかった場合 

 

 ６６３２ 災害等により簡易課税税度の適用

を受ける（受けることをやめる）必

要が生じた場合 

 

 

 

12004   Income tax information for an  

Individual who will leave Japan 

 

12005   For those who can receive lump-sum 

withdrawal payments 

 

12006   Tax on the income of an individual 

as a non-resident in Japan for tax 

purposes 

 

12007   Credit for foreign taxes 

 

12008   Estimated tax prepayment 

災害を受けたときの納税の猶予等の取扱い 

Information about Income Tax 

消費税の届出に関する特例 


